平成24年10月10日
第12条5項による
戸開走行保護装置等に係るマーク表示制度の運用について
所有者・管理者・設置事業者に対して、既設昇降機に対して戸開走行保護装置等の改造修理を実施
した場合は建築基準法第12条5項によりその旨を報告するよう事前に通知を行う。

報告書式の「戸開走行保護装置等の設置報告書」も合わせて通知を行う。

①　所有者等は、特定行政庁に対して戸開走行保護装置等を設置した旨の報告を行う。
　　≪対象≫
　　　・法改正前の物件で、戸開走行保護装置、P波感知型地震時管制運転装置を設置した建築物。
　　≪報告方法≫
　　　1)工事完了後に「戸開走行保護装置等の設置報告書※１」を2部提出する。
　　　　尚、工事完了後の報告書には安全装置(戸開走行保護装置、地震時管制運転装置)の写真を
　　　　号機毎に添付する。
　　　　　※１･･･工事完了後に報告いただく書類　（別添1－1.2参照）
②　特定行政庁は、提出された書類の (副本)に受領印を押した上で、所有者等に返却する。
③　所有者等は、特定行政庁より返却された書類(副本)を保存するとともに、戸開走行保護装置等
　　の設置事業者に対し、特定行政庁の受領証明(副本)の写しを提示し、マーク表示を承諾する。
④　設置事業者は、エレベーター内の見やすい場所にマークを表示する。
⑤　設置事業者は、商標権者（一般社団法人建築性能基準推進協会）並びに一般社団法人
　　中部ブロック昇降機等検査協議会に対し、マーク表示を行った件数を定期的に報告する。


○補足　現在、戸開走行保護装置、Ｐ波感知型地震時管制運転装置が既に設置されている現場で、


　　　　新設時より同装置が設置されているものは「検査済証」を、又、法改正前の物件ですで


　　　　に改善工事がされている物件は建築基準法12条3項により定期検査報告した写しを、


　　　　また、建築基準法12条5項による「戸開走行保護装置等の設置報告」を提出していた


　　　　だき(副本)を受領証明とする。
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④　マーク表示
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